
□ 24 円/日 47 円/日 70 円/日

□ 19 円/日 38 円/日 57 円/日

□ 7 円/日 13 円/日 19 円/日

□ 19 円/日 38 円/日 57 円/日

□ 5 円/日 9 円/日 13 円/日

□ 9 円/日 17 円/日 26 円/日

□ 106 円/日 211 円/日 317 円/
3ヶ月

□ 211 円/日 422 円/日 633 円/
3ヶ月

□ 13 円/日 26 円/日 38 円/日

□ 59 円/日 118 円/日 177 円/日

□ 127 円/日 254 円/日 380 円/日

□ 95 円/日 190 円/日 285 円/日

□ 195 円/日 389 円/日 583 円/回

□ 9 円/日 17 円/日 26 円/
１食

□ 4 円/日 7 円/日 10 円/日

□ 5 円/日 9 円/日 13 円/日

□ 211 円/日 422 円/日 633 円/日

□ 62 円/日 123 円/日 184 円/日

□ 449 円/日 897 円/日 1,345 円/日

□ 68 円/日 135 円/日 203 円/日

□ 53 円/日 106 円/日 159 円/日

□ 106 円/日 211 円/日 317 円/日

□ 11 円/日 21 円/日 32 円/日

□ ▲ 32 円/日 ▲ 64 円/日 ▲ 95 円/日

□

□

□

別紙2 2026年6月1日現在

短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護）　各種加算 事業所名： 特別養護老人ホーム矢野

加　算　項　目 1割負担 2割負担 3割負担 備　　考

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅰ）
・介護職員総数のうち、介護福祉士の割合が80％以上
・10年以上勤務の介護福祉が35％以上
のいずれか

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅱ） 介護職員総数のうち、介護福祉士の割合が60％以上

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅲ）
・介護職員総数のうち、介護福祉士の割合が50％以上
・常勤の看護・介護職員が75％以上

夜勤職員配置加算（Ⅱ）
夜勤を行う職員が基準より1以上上回っている場合
（22：00～5：00を含む16時間の延時間÷（月日数×16））

看護体制加算（Ⅰ） 短期入所専門で常勤の看護師を1名以上配置した場合

看護体制加算（Ⅱ）
短期入所専門で看護職員2名（最低基準+1）以上配置し、24時間連絡が
できる体制を確保している場合

生活機能向上連携加算（Ⅰ）
リハビリテーションを実施している事業所又は医療機関の理学療法士
等の助言に基づき、職員と共同で個別機能訓練計画を作成する場合。

生活機能向上連携加算（Ⅱ）
リハビリテーションを実施している事業所又は医療機関の理学療法士
等が施設を訪問し、職員と共同で個別機能訓練計画を作成する場合。

機能訓練指導体制加算 常勤の機能訓練指導員を配置している場合

個別機能訓練体制加算
機能訓練指導員が3ヶ月に1回以上利用者の居宅を訪問した上で、計画
を立案し、訓練内容の見直し等を行っている場合

若年性認知症受入加算
若年性認知症の方を受入し、担当者を決めて認知症ｹｱを行っている場
合

緊急短期入所受入加算
居宅サービスに計画されていない短期入所を緊急に利用した場合（7日
～14日）

送迎加算 自宅と施設間の送迎を実施した場合

療養食加算
医師の指示による食事箋に基づき特別な療養食（心臓食、高血圧食、
糖尿病食など）を提供した場合

認知症専門ｹｱ加算（Ⅰ）
認知症実践リーダー研修修了者を配置し、認知症ｹｱについての指導、
会議を実施した場合

認知症専門ｹｱ加算（Ⅱ）
認知症介護指導者養成研修終了者1名以上配置し、認知症ｹｱ研修計画の
立案、認知症ｹｱについての指導、会議を実施した場合

認知症行動・心理症状緊急対
応加算

認知症の症状が認められ、在宅生活が困難であると医師が判断し、そ
の日もしくは次の日に利用した場合（7日間が限度）

医療連携強化加算
常時医療処置が必要な方に対して看護職員の定期的な訪問や緊急時の
取り組みをきめていること等

在宅中重度受入加算 在宅の訪問看護が施設を訪問し健康管理を行った場合

看取り連携体制加算
死亡日及び死亡日以前30日以下について7日を限度として算定。看護体
制加算（Ⅱ）を算定し、看護職員により関係者と24時間連絡できる体
制を確保していること。

口腔連携強化加算
歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、評価の結果を情報した場合
（月に1回を限度に算定）

生産性向上推進体制加算Ⅰ

生産性向上推進加算Ⅱの要件を満たし、Ⅱのﾃﾞｰﾀにより業務改善の取組によ
る成果が確認できること。また見守り機器等のﾃｸﾉﾛｼﾞｰを複数導入し、職員
間の適切な役割分担などの取組等を行い、1年ごとに1回、業務改善による効
果を示すﾃﾞｰﾀの提供を行っている場合

生産性向上推進体制加算Ⅱ

利用者の安全並びにｻｰﾋﾞｽの質の確保及び職員の負担軽減を検討するための
委員会の開催し必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づい
た改善活動を継続的に実施。また見守り機器等のﾃｸﾉﾛｼﾞｰを1つ以上導入し、
1年ごとに1回、業務改善の取組による効果を示すﾃﾞｰﾀの提供を行っている場
合

長期利用者提供減算 連続して30日以上短期入所を利用した場合、31日目から減算

身体拘束未実施減算 ▲100/1 身体拘束適正化を図るための措置が行われていない場合

業務継続計画未実施減算 ▲100/3
感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が策定されて
いない場合は所定単位数を減算

高齢者虐待防止措置未実施
減算

▲100/1
虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場
合は所定単位数を減算

□ 介護職員等処遇改善加算Ⅰ（イ）
介護職員の処遇改善計画を策定している場合
（サービス費+各種加算）×16.3％



□ 介護職員等処遇改善加算Ⅰ（ロ）
介護職員の処遇改善計画を策定している場合
（サービス費+各種加算）×17.6％

□ 介護職員等処遇改善加算Ⅱ（イ）
介護職員の処遇改善計画を策定している場合
（サービス費+各種加算）×15.9％

□ 介護職員等処遇改善加算Ⅳ
介護職員の処遇改善計画を策定している場合
（サービス費+各種加算）×11.3％

□ 介護職員等処遇改善加算Ⅱ（ロ）
介護職員の処遇改善計画を策定している場合
（サービス費+各種加算）×17.2％

□ 介護職員等処遇改善加算Ⅲ
介護職員の処遇改善計画を策定している場合
（サービス費+各種加算）×13.6％


